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１-b　事業改革を通じた業務の効率化

事業の縮小・廃止・厳選実施
一定程度の自立化が達成された日本語教育機関への専門家派遣や講師給与に対する支援は
打切り。
日本研究図書・日本語教材などの小規模寄贈事業は厳選して実施。
経済発展により大学進学率や日本への留学者数が増加したアジア諸国において、日本研究を
目指す学部学生向けの奨学金や日本の大学院留学のための奨学金を廃止・縮小。
同一の事業に対して３年以上継続して助成することを原則として廃止。

プログラム統廃合
多様なニーズに柔軟に対応し、対外的にわかりやすいプログラム編成を目的としてプログラム
を統廃合。平成１４年度２２３プログラムを平成１７年度９３に削減（４１．７％）。
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H14 H15 H16 H17

●海外日本語教育機関の選任講師給与への助成
　　⇒59機関への助成打切り

●若手日本研究者の第三国の大学院留学に対する
　奨学金支給事業を廃止
●若手の日本研究講師等の日本の研究機関への　
　留学・研究に対するフェローシップ支給事業を廃止
●アジアで日本を研究する学生を対象とした奨学金
　支給事業を縮小（7,584千円⇒2,055千円）

廃止・縮小

●海外日本研究機関への図書寄贈（307件⇒180件）
●日本語教材の海外への寄贈（1,654⇒1,035件）

厳選実施

●日本語教育専門家の海外教育機関への派遣
　　⇒23ポスト打切り

支援を打ち切り、
他機関へ移行

●事業の縮小・廃止・厳選実施実績（H14⇒H17） ●プログラム数の推移（H14～H17）
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運営費交付金を充当して行う業務経費につい
て、毎事業年度１％以上の削減を行う。 毎事業年度１％以上の削減を実現。

業務経費
9,77 9 業務経費

9,64 2 業務経費
9,54 6

▲1 3 7
(▲1.4％)

▲9 6
(▲1.0％)

H16H15 H17

■専門員経費の削減
　・日本語教育専門員の給与の節減　
■国内附属機関（日本語国際センター、関西国際センター）の運営経費の削減
　・庁舎管理委託料の値下げ・競争入札による削減
■組織改編による経費削減
　・関西国際センター試験課を東京に移転し、連絡出張旅費等を削減
■受益者負担
　・研修招へい者の来日旅費の一部自己負担化

4,276
5,503
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1 5 2

1 3,88 6

1 0 0

1 3,89 7

1 7 0

1 3,61 6

2 9 2

1 3,43 7

1 4年度
（補助金）

1 4,03 8百万円

1 5年度
（上半期：補助金）
（下半期：交付金）

1 3,99 7百万円

1 6年度

1 3,78 6百万円

1 7年度

2 2 11 4 2－－特殊業務経費

1 3,7 3 0

2 9 2

1 7

5 4

1 3,4 3 7

Ｈ1 7Ｈ1 6

1 3,7 8 6

1 7 0

－

2 9

1 3,6 1 6

1 3,9 9 7

1 0 0

－

1 0 0

1 3,8 9 7

Ｈ1 5

1 4,0 3 8

1 5 2

－

1 5 2

1 3,8 8 6

Ｈ1 4

政策係数分

計

退職手当

財政支出合計

特別分

基本分

区分

1 3,73 0百万円

・愛知万博支援
・日・アラブ対話
・退職手当

・愛知万博支援
・ＦＴＡ関連事業
・退職手当退職手当
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２-a　国・地域別必要性に対応した事業の効率化・重点化

国・地域別事業実施体制の強化
平成１６年度の機構改革により、日本研究・知的交流部門を地域別に再編
平成１６年度に理事の所掌業務を地域別に変更
平成１７年度には、これに加えて地域別の調整会議や地域調整の担当者を設置

交流の強化が必要な重点国・地域に対する重点事業実施体制の整備
平成１４年度に中東地域との知的対話、文化協力等の強化を目的に中東交流強化事業を開始。
中国・韓国に対して、専従スタッフをあてる等、実施体制を強化し重点的に事業を実施する予定。

中東交流強化事業
●「日本アラブ対話フォーラム」（３回開催）
●「中東文化交流対話ミッション」（２回派遣）
●「イラク復興支援国際親善試合　日本代表対イラク代表」への支援
●「東京国際芸術祭／中東現代演劇招聘公演」への支援
●「国際交流基金中東理解講座」（３期開催）　等

中国・韓国向け事業
●１９８５年以来、日本研究の拠点として北京日本学研究センターを運営
●「日中韓次世代リーダーフォーラム」（２回開催）
●「日韓国民交流年2002」、「日韓友情年2005」等の大型事業に協力
●中国のオピニオン・リーダーや地方の有識者向け事業を強化予定
●中国の若者向けインターネットによる中国語情報発信事業を予定　等

交流の強化が必要な重点国・地域

＊9.11以後の中東との対話・交流の促進
＊中国・韓国の反日動向への対応

交流の強化が必要な重点国・地域

＊9.11以後の中東との対話・交流の促進
＊中国・韓国の反日動向への対応
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（単位：百万円）

財政支出 自己収入 合計
１．　一般管理費 4,439 3,801 538 4,339

　（１）人件費 （職員226名　・　役員5名） 2,629 2,345 284 2,629

　（２）物件費 1,810 1,456 254 1,710

２．　業務経費 12,674 9,929 2,522 12,451

　（１）文化芸術交流の促進 3,536 2,978 336 3,314

　（２）海外における日本語教育、学習への支援 3,603 3,294 309 3,603

　（３）海外日本研究及び知的交流の促進 2,479 1,576 903 2,479
　（４）国際交流情報の収集・提供及び国際文
　　　　化交流担い手への支援等

441 400 40 440

　（５）在外事業等 2,615 1,681 934 2,615

財政支出 自己収入 合計

231名（うち役員5名） 17,113 13,730 3,060 16,790

収入（財源別）

収入合計
人員合計

項目／人員 支出

支出合計

※注：収入合計と支出合計の差額321百万円は、「愛・地球博」途上国支援事業費（221百万円）およびニューデリー事務
　　　所の文化センター化に伴う移転改装経費（100百万円）に充当すべく、平成16年度に措置された運営費交付金を繰越
　　　したもの。
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